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稲作・肉用牛複合経営の成立条件 と収益性
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1は じ め に

東北地域における水田地帯の肉用牛子取 り生産は,昭和

30年 ころからで稲作の機械化の進展に伴って ,従来の役畜

飼養か ら次第に用畜飼養へと大 きく飼養目的が変イとしてき

たことに始まる。しか し,肉用牛飼養は現状でも一般的に

は稲作の副次部門としての性格を余 りでなく,零細飼養で

他部門との比較経済性も低 くなっている。このことが基本

的な阻害要因となって,水日地帯での複合経営は余 り進展

していない。

本報告は,これまで別枠研究の一環 として,「 肉用牛経

営の発展手順解明のための実証研究」を行ってきた岩手県

北JJII下流域の胆沢町での 5戸の農家調査を素材に,そ の

課題に沿い収益性視点から分析 し,複合経営の成立条件を

検討したものである。

2 複合経営の経営経済的意義

肉用牛飼養による経営複合化の経営経済的意義について

考えてみると,その第 1は稲作に付随して産出される稲わ

ら 畦畔野草 米ぬかなど農場副産物の有効利用で飼料節

減が可能なこと。第 2は ,養畜からの厩肥生産利用で地方

の維持増進と農作物の生産力向上が期待できること。第 3

は,肉用牛部内の増頭は経営内部に雇用の場を拡大するこ

とで,稲作単一農業で一般化した兼業出稼ぎ等労働の解消

に役立ち,かつ農業所得の増大に結びつくこと。第 4は ,

近年の水田利用再編に伴う転換畑利用などによる飼料作導

入で,飼養頭数の増加と経営規模の拡大が図られることな

どが挙げられる。従って,稲作単一農業の肉用牛子取 り生

産との経営複合化は,土地禾U用 や労働力利用の集約化に結

びつき,さ らに年間を通 じて家族労働力の完全 pKl焼 の方向

をとることができるなどで,経営全体としての総合所得の

増大に役立て得ることになる。

3 複合経営の収益性

稲作と肉用牛の複合経営を成立させるためには,肉 用牛

部門の経済性が基本的な要件となるが,肉用牛部門が主幹

部門の稲作と結合して経営を拡大し,所得を増大する経営

展開の仕組みは,粗飼料需給視点からみると,粗飼料の自

給型と外部補給型との2つ に大別ができる。ここでは,こ

れら2つのタイプについて述べる。

(1)粗飼料自給型複合

まず,組飼料自給型複合についてみると,稲作生産に付

随して生産される稲わら・鮭畔野草と転換畑や一部飼料畑

などの自家生産粗飼料を利用することで肉用牛を導入し,

経営を複合化しているタイプである。水田面積は 42滋で

地域平均規模の16滋より大 きく,稲わらや付帯地の畦畔

野草などの農場副産物が豊富で ,しかも転換畑を飼料作化

しているので,粗飼料自給型体系の取 り易い農家といえる

が,働 き手は夫婦 2人で少ないなどのため,成牛 5頭規模

の飼養にとどまっている。この農家の場合は,家族労働力

を中心にした農作業が行われているので,田植期など農繁

期の労働競合が避 けられな く,主幹部Flの稲作作業を優先

することとなり,牛の飼養管理が不充分となりがちで,こ

のことが災いして受胎率を低め,子牛の生産率や哺育育成

の成積低下を招いている。

従って,53年度における生産性は水稲部門が土地・資本

共に調査農家 5戸の平均水準にあり,労働は水準以上のた

め,全体的には高い水準にあるといえる。しかし,肉用牛

部門の生産性は土地 労働 資本共に,平均水準を大 きく

下回っている。このため,農業総所得に対する肉用牛部門

の所得割合はわずかに 5%に過 ぎず,頭数規模の上では一

応の複合経営を構成しているが,所得面では副次部門の域

を出ていないといえる。これは水田面積が大きく,主幹作

をなす稲作に重点が置かれ過 ぎるためで,肉用牛部門の集

約的飼養管理がおろそかとなり,適期に作業ができなぃな

どの理由が挙げられる。

(" 粗飼料外部補給型複合

次に,組飼料外部補給型複合についてみると,こ こでい

う粗飼料外部補給型とは,粗飼料の不足分を経営外から補

給することで,そ のウェイ トづけによる分類に過ぎない。

この意味では外部補f.A型の典型は,水田面積 26滋,成
牛 11頭規模飼養農家の場合である。水田のほとんどが半湿
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田で転換畑利用が困難なため ,粗飼料生産基盤には恵まれ

ていない。このため,粗飼料自給には自から限界があるの

で外給への依存度が高 く,少数精鋭主義的な繁殖素牛生産

を目指すことで総飼料費の節約を図っている。また,黒毛

和種の高資質牛の奥山利用夏期委託放牧飼養体系を確立 し

て飼養牛の半数以上を公共牧場に放牧 し,厩肥と稲わらの

交換を積極的に行 うと共に,牧乾草の購入などで,粗飼料

のほとんどを経営外からの補給 (全粗飼料給与TDN養分

換算量の86%)で賄 っている。

しかし,肉用牛部門の生産性は土地・労働・資本のいず

れも高 く,特に上■110a当 たりでは水稲部門 (純 生産額

159,533円 )の 49倍に当た り,労働10時間当た りでも水稲

部Flを上回っている。このため,農業総所得に対する肉用

牛部F3の所得割合は27%と なり,経営複合化の成果は極め

て大 きいといえる。

次の外部補給型は ,粗飼料基盤の充実の上で順次多頭化

し,成牛 13頭規模 C・EE育素牛生産を目指 している経営であ

る。粗飼料基盤は乾田の水田28たからの稲わらと畦畔 を

含む改良草地や転換畑牧草など1滋 を有し,さ らに稲をコ

ンバイン刈取 りして収穫作業の省力化を図ると共に,生稲

わらをサ イレージ化することで利用価値を高め,しかも畜

舎の改良によって敷料はほとんど使わず飼料に回すなど,

高度集約的な粗飼料利用で自給率の向上に努めている。と

ころが,多頭化により粗飼料の不足 と厩肥の余剰が生ずる

ことから厩肥と稲わらの交換を進め, さらに公共牧野など

から牧乾草や成形粗飼料を購入しているので,全粗飼料給

与量に対する経営外補給割合は48%(TDN養分換算 )に

及んでいる。

しかし,肉用牛部門の生産性は多頭化に結びついた土地

・労働の集約的利用が行われて高 く 特に土地純生産額で

は水稲部門 (10a当 たり103,000円 )を 越 えて14倍 となっ

ている。このため,農業総所得に対 して肉用牛部門の所得

割合は 38%と な り,複合経営の成立に大きく寄与 している

といえる。

4 複合経営への課題

水稲と肉用牛子取 り生産との複合経営の成立は,稲わら

補完の粗飼料生産にあることか ら稲作面積が大 きいことが

望ましいが,家族労働力に比べて大き過 ぎると肉用牛の飼

養管理や粗飼料生産が粗放とな り,逆に稲作面積が少な過

ぎると自給基盤の基礎そのものが弱まり,複合経営の成立

は困難 となる。複合経営規模についての概念は難 しい問題

を内包しているが,われわれの調査から複合経営の成立

規模を出稼 ぎ等収入 (昭和53年岩手農林水産統計年報 ,出

稼 ぎ・被贈扶助等収入 700,500円 )に 見合う頭数規模とす

ると, 5～ 6頭規模 とみることができる。また,農業総所

得に対する複合部門所得の割合を50%以 上とすれば,水田

規模 2～ 3滋では親牛 1頭 当たり平均の所得や稲わら給与

量か ら,飼養頭数は 10～ 15頭規模段階を想定することが

できる。

従って,粗飼料自給型の典型事例のように,稲作規模が

大きく,労働力が少ないなどの場合には,肉用牛の複合経

営を目指すのではなく,む しろ肉用牛飼養は稲作に対する

地力維持ないしは購入肥料費の節約に目標を置き,少頭数

飼養による稲作補完の副次型飼養とするなどで,総所得の

向上を図ることが望ましいといえる。また,稲作面積 2～

3″αで肉用牛10～

“

頭規模飼養の複合経営安定化のために

は,粗飼料生産基盤の充実が前提となるが,一般的には組

飼料生産基盤が比較的充実 一部外部補給型事例のように

水田の乾田化が重要であり,こ の意味で東北地域の水田は

未だ湿田が約48%を占めていることから,田畑輪換利用の

できる■tL基盤の整備が必要である。しかし,現状の湿田

状態においても,外部補給型の典型事例のように,特 に先

進地から高資質牛の導入を図 り,地域における先駆者利潤

を獲得することができれば,経営的には成立の余地が残 さ

れているといえよう。

5 む  び  す

以上述べてきたように,水田地帯における肉月牛子取 り

生産は,稲作に付随した副次的飼養体系から出発しており,

より高次な複合経営として発展を図るためには,まず頭数

規模に見合った粗飼料生産基盤の充実が前提 となる。その

ためには,第 1に従来の踏込式畜舎を半踏込式畜舎に改良

すると共に, もみ殻利用などを行 うことで敷料に回してい

た稲わらを節約し,飼料として活用すること。第 2に ,水

日利用再編に伴う転換畑の高度集約利用や無家畜農家の稲

わ らと厩肥の交換利用などで,粗飼料基盤の充実を図るこ

と。第 3に公共牧野の夏期委託放牧利用による粗飼料や農

繁期労働を節約すること。第 4に ,稲作作業の機械化によ

る農繁期労働の合理化で,養畜や粗飼料生産の労働競合を

回避 させ,補完関係に置換えることなどが挙げられる。

従って,こ れらのことは必ずしも個別経営における自己

完結的な飼養を意味するものではなく,む しろ地域的な粗

飼料生産を行 うなど.未 低利用資源の活用等を基本に地

域的なつなが りを強化し,合理的に利用することで個別経

営の枠を越えた稲作との肉用牛子取 り生産複合経営の成立

が望まれる。


